







































































































男性 女性 合計 割合（％）
事業主 2,650,750 1,630,848 4,281,598 22.5
被用者・労働者 6,809,141 3,048,037 9,857,178 51.9
失業者 189,777 77,098 266,875 1.4
独立労働者 2,773,280 1,517,728 4,291,008 22.6
不明 145,366 152,577 297,943 1.6
合計 12,568,314 6,426,288 18,994,602 100
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1913: 58, Reynaud-Cressent 1984: 61）。失業補償を実施することに対する労働
組合の消極性は，改良主義的な歩みに加担することへの拒絶の結果であり

































































































































































































































































































































































38　1918年４月19日に定められたデクレによる（Daniel, Tuchszirer 1999: 104）。















































































付の60～90％の補助金が支給されることとなった（Daniel, Tuchszirer 1999: 120）。
41　1931年の二つのデクレにより，国の補助金を計算する際の給付の受給期間の上限が，最初に150
日，続いて180日と延長された。Daniel, Tuchszirer 1999: 118の第５章の注６参照。
42　伝統的に慈善事務所が対象としてきた貧困者（多くは労働不能者）の救済と，新たに対象となっ
た失業者の救済は，法令によって異なるものであると整理された。後者には求職活動が義務付けら



















































































12月）（Cahier du Chatefp n°5 2009）による。
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